
別表十二（三） 記載要領

１ この表は、青色申告書を提出する法人が租税特別措置法第55条の３（特定事業再編投資損失準備金）の規定の適用を受ける場合又は連結法人が同法第68条の43の３（特定事業再編投資損失準備金）

の規定の適用を受ける場合に記載すること。

２ 「最初特定事業再編実施日前から引き続き有している特定株式等の取得年月日 _」及び「同上の特定株式等のうち期末に有するものの帳簿価額 `」の各欄は、租税特別措置法第55条の３第１項

第１号又は第68条の43の３第１項第１号に規定する最初特定事業再編実施日を含む事業年度又は連結事業年度同法第55条の３第２項に規定する特例適用事業年度又は同法第68条の43の３第２項に規定

する特例適用連結事業年度を含む。）以外の事業年度又は連結事業年度にあつては、記載を要しない。

３ 租税特別措置法第55条の３第２項又は第68条の43の３第２項の規定の適用を受ける場合には、「当期において取得した特定株式等の取得年月日 a」及び「bのうち取得年度にその帳簿価額を減額し

た金額 d」の各欄は、それぞれ「特例対象事業年度等又は当期において取得した特定株式等の取得年月日 a」及び「bのうち取得年度又は当期にその帳簿価額を減額した金額 d」として記載す

ること。
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の欄の記載に当たつては、次によること。

\ 目標到達期間の月数（租税特別措置法施行令第32条の４第２項第１号（特定事業再編投資損失準備金）又は第39条の72の３第１項第１号（特定事業再編投資損失準備金）に規定する目標到達期間

の月数をいう。]において同じ。）が48未満である場合には、「、48又は60」を消すこと。

] 目標到達期間の月数が48以上60未満である場合には、「36、」及び「又は60」を消すこと。

^ \及び]の場合以外の場合には、「36、48又は」を消すこと。

_ 分子の空欄には、当該事業年度の月数又は当該連結事業年度の月数を記載すること。

別 表 十 三 b の 記 載 要 領 第 一 号 中「租税特別措置法第65条の７から第65条の９まで（特定の資産の買換えの場合の課税の特例等）」 の 次 に「、所得税法等の一部を改正する法律（平成26年法律第10号。以下

この号において「平成26年改正法」という。）第10条の規定による改正前の租税特別措置法（以下この号において「平成26年旧措置法」という。）第65条の７から第65条の９まで（特定の資産の買換えの場

合の課税の特例等）、平成26年改正法附則第90条第８項（法人の資産の譲渡等の場合の課税の特例に関する経過措置）の規定によりなおその効力を有するものとされる平成26年旧措置法第65条の７から第

65条の９まで」 を 、「租税特別措置法第68条の78から第68条の80まで（特定の資産の買換えの場合の課税の特例等）」 の 次 に「、平成26年旧措置法第68条の78から第68条の80まで（特定の資産の買換えの場合

の課税の特例等）、平成26年改正法附則第122条第８項（連結法人の資産の譲渡等の場合の課税の特例に関する経過措置）の規定によりなおその効力を有するものとされる平成26年旧措置法第68条の78から

第68条の80まで」 を 加 え る 。

別 表 十 五 の 表 を 次 の よ う に 改 め る 。
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